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Abstract 
 
The hate speech is hatred expression, but it is thought that the constitutional regulation is difficult. It is not 
performed to regulate the hate speech in the United States. However, it is a world tendency to regulate the hate 
speech. I think that the hate speech should be regulated from the viewpoint of personal rights and democracy. I 
want to prove that it does not violate the Constitution of Japan to regulate the hate speech in Japan. 
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1. はじめに ― ヘイトスピーチとは 
 
1.1. 定義 
ヘイトスピーチとは、通常、“憎悪表現”と定義される（１）。このように定義すると単に憎しみを表
す言葉や相手を誹謗中傷する表現一般を意味するように考えられるが、実際はもっと狭い意味で使用
されている。すなわち、人種や国籍、民族、ジェンダーなど特定の属性を有する集団をおとしめたり、
差別や暴力行為をあおったりする侮蔑的表現として、ヘイトスピーチという言葉が使われるのが通例
である（２）。そして、日本においては、その中でも東京でいえば新大久保、大阪でいえば鶴橋に代表
されるコリアンタウンの中に多く住んでいる在日韓国朝鮮人に対する不特定多数人による“デモ”と
いう形態でのヘイトスピーチがとりわけ問題となっている（３）。 
例えば、2013（平成 25）年の 2月上旬、新大久保のコリアンタウンの繁華街でかかるヘイトスピー
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チ・デモがあり、「不逞朝鮮人を死ぬまで追い込むぞ」「朝鮮人をガス室に送れ」「朝鮮人を殺せ、殺せ」
「ゴキブリ」「日本からたたき出せ」等のシュプレヒコールをしながら男女を問わず 100人以上の人び
とが行進した。その際には、「朝鮮人を一匹残らず殲滅せよ」「良い韓国人も悪い韓国人もどちらも殺
せ」等のプラカードが掲げられ、多くの日の丸や旭日旗が振られた。参加者の多くは、在日韓国朝鮮
人の排斥を目的とするインターネットのホームページ掲示板における告知を見て集まったものであり、
これまでの既存の右翼団体の街宣や集会等とは異なり、普通の一般市民であるのがきわめて特徴的で
あった。 
これに対して、ヘイトスピーチ・デモを問題視した民主党、社民党など超党派の国会議員有志が同
年の 3 月に院内抗議集会「排外・人種侮蔑デモに抗議する国会集会」を呼びかけ、300 人近くが参加
した［師岡 2013：12-13］。そして、その後に同様のヘイトスピーチ・デモが行われた際には、コース
途上のあちこちに「仲良くしようぜ」「レイシズム反対」などと書かれたプラカードを持った人びとが
集まり（いわゆるカウンターデモ）、抗議の意思を示した。かかる反対運動もあり、新大久保では同年
の 9月以降、大規模なヘイトスピーチ・デモは開催されていないが、いまでも全国のどこかで毎月の
ように同様のデモが開催されているのが実情である（４）。 
 
1.2. 現行法制 
日本の現行法では、直接にヘイトスピーチを規制する法は存在しない。確かに、名誉毀損罪（刑法
230条）や侮辱罪（刑法 231条）、威力業務妨害罪（刑法 233条）などの名誉・信用に対する罪、ある
いは暴行罪（刑法 208条）や脅迫罪（刑法 222条）、強要罪（刑法 223条）、殺人教唆罪（刑法 199条・
61 条）などの生命・身体に対する罪が適用され、刑事責任を追及できる事例も考えられる。しかし、
名誉・信用に対する罪は特定の個人や団体を、また生命・身体に対する罪も特定の個人を対象にして
おり、人種や国籍、民族などで分けられる不特定多数人からなる「集団」に対する言動には適用でき
ず、かかるヘイトスピーチを取り締まれない。また、民事責任についても、例えば特定民族の人びと
が営む商店等の前で、執拗にその民族を対象としたヘイトスピーチをすることによって客が減少した
ような場合には、売上が減少した分について損害賠償を請求できる可能性はあるが（民法 709条等）、
その場合にもヘイトスピーチの対象が特定の個人や団体でなければならない。この点、後に詳述する
が、在日特権を許さない市民の会（いわゆる「在特会」）のメンバーが京都朝鮮第一初級学校に押しか
け、拡声器を用いて公然と同学校をヘイトスピーチにより侮辱し、サッカーゴールを倒す等した事例
（いわゆる京都朝鮮学園事件）の刑事訴訟では、被告に威力業務妨害罪、侮辱罪等が適用されたが（最
判 2012［平 24］年 2月 23日）、これは被害者が特定の法人（学校法人）だったからである。 
それでは、このようなヘイトスピーチに対して憲法上、法的規制は行われるべきであろうか。この
点、後に言及するように、ヘイトスピーチに対する法的規制は表現の自由（憲法 21条）を侵害し、違
憲であると解するのが憲法学説上の定説的な見解である。しかし、筆者は、かかるヘイトスピーチに
対して、早急に然るべき法的規制を行うべきと考えている。ヘイトスピーチの法的規制の可能性と必
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要性を憲法的に論証することが本稿の主目的である。その際に、もっとも考慮すべき人権が表現の自
由であることは言うまでもなかろう。 
 
2. ヘイトスピーチ規制の必要性 ― その社会的害悪 
 
2.1. 人格権の観点 
個人の尊厳の原理（憲法 13条前段・「個人として尊重される」）を憲法は規定するが、その趣旨は、
一人ひとりの人間が人格的自律の存在として国政において最大限尊重されなければならないというこ
とである［佐藤 2011：173-174］。さらに、かかる個人の尊厳を実現するためには、一人ひとりの人間
が人格的価値において平等に取り扱われなければならないことから、法の下の平等の原理が規定され
た（憲法 14条 1項）。そして、現代積極国家においては、国家が消極的に差別をしてはならないとい
う意味にとどまらず、社会に事実上存在する不平等を国家が積極的に除去しなければならないという
意味を盛り込んで、法の下の平等の原理を捉える必要がある。よって、社会の中の根強い差別意識の
ため、通常の社会経済的過程から疎外されている者が存在する場合には、国家はその者の平等を保障
するための措置を積極的にとる義務を負う［佐藤 2011：198］。 
確かに、ヘイトスピーチは集団に向けられた表現行為であり、直接、特定の個人に向けられた表現
行為ではない。それゆえ、このような集団を傷つける言論は、特定の個人を傷つける場合と比べて、
傷つけられた側の傷が、より深くないものだから、規制の必要は低いと考える学説もある［内野 2010：
29-30］。しかし、自分が侮辱されるよりも家族が侮辱された方が、あるいは自分が帰属する集団が侮
辱された方がより深く傷つくことも多い。集団を傷つける言論が特定の個人を傷つける言論よりも常
に侵害性が乏しいとは決して言えないであろう。この点、ヘイトスピーチが、個人の尊厳を侵害する
とともに、法の下の平等の要請に反し、犠牲者に身体的、精神的、経済的害悪を現実に与えている以
上、国家がこれを放置することは、憲法 13 条・14 条に通底する人格権の理念からして決して許され
ないのである。 
 
2.2. 民主主義の観点 
民主主義を実現するためには、すべての社会の構成員が自分の所属する社会における様ざまな決定
に参加することができなければならない。しかし、ヘイトスピーチは、人びとの人種や民族等、特定
の属性に向けられることによって、その属性を有する人びとを蔑み、社会的に排除することになる。
それが意味するところは、彼らを同じ社会の民主主義を構築する構成員とは認めないということにあ
り、それにより民主主義にとって必要不可欠な社会参加の平等な機会を阻害することになる。ヘイト
スピーチの有害性は、主として、社会のマイノリティに属する人びとの社会参加の機会を阻害し、ひ
いては民主主義それ自体を破壊しかねないところにある［金 2012：194］。 
 また、不特定多数人によるヘイトスピーチの圧力により、それが向けられた人びとのみならず周囲
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の人びとも、沈黙を強いられ、あるいは功利的に沈黙を選択し、口を閉ざす。とりわけリスクの伴う
政治的主張を対外的に行うことは禁忌するようになる。やがて社会の中から気楽にものが言える雰囲
気が消滅し、自由な意見交換、とりわけ政治的な意見交換が行われなくなってしまう。これは、民主
主義が健全に機能するために必要不可欠な“思想の自由市場”が市民社会の中から消失することを意
味する。この点においても、ヘイトスピーチは民主主義にとって脅威となるのである（５）。 
ヒトラーが率いるナチスのユダヤ人大量虐殺（いわゆるホロコースト）が、ユダヤ人に対するささ
いなヘイトスピーチから始まったことは歴史的事実であり、それゆえ、後に見るように、ドイツでは
ヘイトスピーチが厳しく規制されている。そのヒトラーは、ベルサイユ条約後の混乱し疲弊したドイ
ツ社会の中で、ドイツ国民の心の虚無感を満たし、不満の捌け口を提供することで人心を掌握してい
った。その手段のひとつが紛れもなくヘイトスピーチであった。ヘイトスピーチを行う人びとの心理
の根底には、自らの人生における敗北感、やるせなさや生きづらさ、鬱憤晴らしをしたくなる精神状
態等が存在することも多いと考えられる［内野 2014：63］。ヘイトスピーチは、権力者が、国民の批
判が自らに向かないように、その批判の矛先を逸らし、支配を安定させる手段として永続的に使われ
かねないことには十分に注意する必要がある。ヘイトスピーチの放置は、人種主義（レイシズム）の
犠牲者を生み出すだけではなく、民主主義という政治体制を破壊し、社会における人種主義の永続化
につながりかねないのである。 
 
3. 日本における立法動向と判例 
 
3.1. 人種差別撤廃施策推進法案 
2015（平成 27）年 5月の第 189通常国会 において民主党や社民党などの野党が、人種差別撤廃施策
推進法案を国会に提出した。同法案は、日本には不特定多数人に向けたへイトスピーチを直接取り締
まる立法がなく、ヨーロッパ等の諸外国に比べて対応の遅れが目立ち、2014（平成 26）年 7月には国
連人権規約委員会が、また同年 8月には国連人種差別撤廃委員会が、日本政府に対してヘイトスピー
チの禁止を求めるなど、国連が日本政府に対してヘイトスピーチにきちんと対処するようにたびたび
勧告をしていたことに答えたものである。同法案は、日本も加入している人種差別撤廃条約を踏まえ、
人種や肌の色、民族を理由とした差別的な扱いや言動を禁じる基本原則を定め、へイトスピーチを含
む「人種などを理由とする差別」全般を禁止している。その際、条約から定義を引用し、恣意的適用
の回避を図っている。政府は基本方針の策定が要請され、内閣府に審議会を置き、調査や勧告の権限
を付与する。地方自治体にも差別の防止策を制定し、それを実践する責務があると定められている。
だたし、同法案は基本的な理念を示す法律にとどまり、罰則は規定されていない。 
しかし、自民党、公明党の与党は同国会での成立を見送った。それは、与野党はヘイトスピーチを
規制する必要性の点では一致したものの、「何がヘイトスピーチか、誰が認定するかが難しい」「ある
表現が違法かどうかの判断を権力側に委ねるのは危険である」「政治的主張に人種的な内容が含まれる
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時がある」「禁止する言動が明示されなければ、表現行為を萎縮させ、表現の自由を害する恐れがある」
等、表現の自由との調整の問題で異論が噴出したのが原因である。また、与党内における排外主義的
な議員の存在を指摘する者もいる（６）。 
 
3.2. 判例 
3.2.1. 京都朝鮮学園事件・民事訴訟 
事実の概要はつぎの通りである。すなわち、学校法人京都朝鮮学園（X）は校庭がなかったことか
ら、隣接する市の公園を市の許可を得ずに校庭代わりに使用していた。近隣住民から苦情が寄せられ、
市からも公園上の物の撤去を求められていたが、Xはそれに応じなかった。それに対して、「在日特権
を許さない市民の会」（いわゆる在特会・Y）は、3回の示威行動を行った。具体的には、約 10名から
約 30名のメンバーが学校の校門や本件公園などの場所で、拡声器を用いて大声で「北朝鮮のスパイ養
成機関、朝鮮学校を日本から叩き出せ」、「ろくでなしの朝鮮学校を日本から叩き出せ。なめとったら
あかんぞ。叩き出せ」、「日本から出て行け。何が子供じゃ、こんなもん、お前、スパイの子供やない
か」「朝鮮学校、こんなもんは学校でない」「朝鮮部落、出ろ」「犯罪朝鮮人」「朝鮮ヤクザ、出てこい」
「密入国者の子孫やないか」「おまえら、うんこ食っとけ、半島帰って」「チョンコ」「キムチ臭い」「不
逞鮮人」「ゴキブリ、ウジ虫、半島に帰れ」等の怒号をあげた。また、街宣車を使い、公園のサッカー
ゴールを倒し、既設のスピーカーの配線を切断するなどの実力行使を行った。特に 3回目の示威行動
は、裁判所からの示威行動禁止の仮処分決定を無視した京都市内のデモ行進であった。そして Y は、
これらの 3回の示威行動の様子の動画を、誰もが閲覧できるインターネット上で公開し、自らのホー
ムページで告知を行なった（７）。これに対して、Xは、Yおよびそのメンバー9名に対して、ヘイトス
ピーチでの示威行動、およびその様子の動画をインターネット上で公開されたことにより、学校の業
務が妨害され名誉が棄損されたとして、①損害賠償を請求し、また、法人の人格権に基づき②ヘイト
スピーチの行為の差止を求めた。これに対してYらは、自らの表現活動はXの違法行為を指摘するも
のであり、公益を図る目的での表現行為における違法性阻却などを主張した。 
まず第一審・京都地裁（2013［平成 25］年 10 月 7日）は、街宣活動について「日本も加盟してい
る人種差別撤廃条約で禁じる人種差別に当たる」とし、過激さを演出するため、あえて違法性の高い
行為に及んだとして「同条約第 4条で犯罪として取り締まるべきとされる極めて悪質な人種差別行為」
と判断した。そして、学校の半径 200メートル以内での街宣活動の禁止と、約 1200万円の損害賠償を
命じた（８）。また、控訴審・大阪高裁（2014［平成 26］年 7月 8日）も、一審の判断を維持したうえ
で「本件発言の内容は、本件公園の不法占拠を糾弾するだけでなく、在日朝鮮人を劣悪な存在である
として嫌悪・蔑視し、日本社会で在日朝鮮人が日本人その他の外国人と共存することを否定するもの」
「差別意識を世間に訴える意図で、公益目的は認められない」と判断し、在特会側の控訴を棄却した
（９）。さらに、上告審・最高裁（2014［平成 26］年 12月 9日）も、在特会側の上告を退ける決定をし、
一・二審判決が確定した（裁判官 5人の全員一致）。民事裁判において、人種や国籍で差別するヘイト
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スピーチの違法性を認め、損害賠償や差止を肯定した初めての最高裁判決である（１０）。このような司
法判断が可能であったのは、①被害者が京都朝鮮学校という特定の学校法人であり、また②表現内容
がきわめて過激かつ悪質であったからである。 
 
3.2.2. 水平社博物館前街宣事件 
事実の概要はつぎの通りである。すなわち、被告は、「在特会」の元副会長であるが、2011（平成
23）年 1月、水平社博物館前の道路上において、一人でハンドマイクを使用して、「いい加減出てきた
らどうだ、穢多ども。ねえ、穢多、非人、非人。非人とは、人間じゃないと書くんですよ。おまえら
人間なのか本当に」「穢多とは穢れが多いと書きます。穢れた、穢れた、卑しい連中。文句あったらね
え、いつでも来い」等の演説をした。さらに、被告は、演説の状況を自己の動画サイトに投稿し、広
く市民が視聴できる状態においた。これに対して、博物館側が精神的損害をこうむったとして損害賠
償を求め民事訴訟を提起した。 
 これに対して、奈良地裁は、「被告は、原告が開設する水平社博物館前の道路上において、ハンドマ
イクを使用して、『穢多』及び『非人』などの文言を含む演説をし、上記演説の状況を自己の動画サイ
トに投稿し、広く市民が視聴できる状態においている。そして、上記文言が不当な差別用語であるこ
とは公知の事実であり、原告の設立目的及び活動状況、被告の言動の時期及び場所等に鑑みれば、被
告の上記言動が原告に対する名誉毀損に当たると認めるのが相当である」と判示し、150 万円の慰謝
料を認め、当該判決は確定している（2012［平成 24］6 月 25 日）［前田 2012：216-218］。この事例
は、加害者が一人で行為を行い、被害者も水平社博物館という法人であり特定されているところに特
徴がある［師岡 2013：8-9］。 
 
4. ヘイトスピーチに対する諸外国の法規制 
 
国連の人種差別撤廃条約（1969年発効、日本は 1995年に加入）は、「人種差別の扇動に対しては法
律で処罰すべきだ」とし、前述のごとく国連の諸機関はたびたび日本に対して法規制を勧告している。
世界的にも、ヘイトスピーチに対しては何らかの法規制を行うのが通例である。すなわち、ヨーロッ
パ諸国やカナダは、人種または宗教的な偏見、憎悪の扇動が虐殺や暴力をもたらした歴史をふまえ、
ヘイトスピーチが被差別集団や社会全体に与える害悪を重視し、ヘイトスピーチを規制する法律を制
定した。ただし、アメリカは、表現の自由の保障を絶対視する伝統を持ち、ヘイトスピーチを法律で
規制していない。すなわち、人種差別思想に基づくヘイトスピーチであっても、極端に平等を推進す
る政府の政策を批判する表現として発信された場合には、政治的表現としてなお表現の自由の保障の
範囲内と考えるのである［小谷 2013：58］。以下、アメリカ、カナダ、ドイツを中心に諸外国の法規
制を見ていく（１１）。 
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4.1. アメリカの場合 
1992年、アメリカ連邦最高裁は、RAV判決において、憎悪表現規制は違憲であると判断した。RAV
事件は、黒人の自宅敷地内で十字架を燃やした者が起訴された事案である。争点となった「偏見を動
機とする犯罪条例」は、ある者のなした表現行為が人種、肌の色、信条、宗教、性にもとづく怒り、
不安、憤りをもたらし、それが「喧嘩言葉」を構成する程度にいたった場合に刑罰を科すというもの
であった。「喧嘩言葉（fighting words）」とは、言葉自体が侵害を与え、あるいは平和の破壊を即座に
引き起こす傾向にある表現を指し、連邦最高裁の先例のなかで、わいせつや名誉毀損と並んで表現規
制が許されるとされた表現領域である。連邦最高裁は、当該条例が人種等の不人気な題材に関する表
現のみを喧嘩言葉の中から選び出して規制していることを指摘し、当該条例は表現の内容にもとづく
規制であると述べた。そして、連邦最高裁は、市の主張する規制利益、すなわち歴史的に差別の対象
となってきた集団に属する人々の基本的人権を保障することの重要性を認めつつも、当該利益を達成
するために表現内容にもとづく規制を課す必要性を否定し、同条例は違憲であると述べた。この RAV
判決によって、アメリカにおいて憎悪表現の規制は不可能となったと理解され、憎悪規制を設けてい
た各自治体や大学は規制を廃止した。しかし、憎悪表現規制を違憲と判断した当該判決に対しては、
規制を肯定する論者から、様ざまな反論が寄せられている［毛利 2014：212-214］（１２）。 
 
4.2. カナダの場合 
カナダでは、1960年代に反ユダヤ人主義や反黒人主義を唱道する白人優越主義集団の活動が活発化
し、社会問題となった。そのようななかで、連邦議会は、1970年に連邦刑法典に憎悪表現を禁止する
条項を設けた。その後の改定を経た現行の連邦刑法は、肌の色、人種、宗教、性的志向などの指標に
よって識別される集団に対する憎悪を扇動する意見を公然と伝えることを禁止するとともに、私的な
会話以外の場面で特定集団に対する憎悪を意図的に促進する意見を伝えることを禁止する。カナダの
連邦最高裁は、1990年の判決において、連邦刑法の規制について、一定の表現の規制にはなるものの、
表現の自由に対する正当な制約であるがゆえに合憲であると判断している。連邦最高裁は、憎悪表現
が個人や社会に与える強い害悪を認定し、さらに、その害悪の防止を必要とすることの重要性も認め
た上で、そのような害悪を防止するという立法目的を肯定し、そのような害悪を防止するために表現
規制という手段を採用することを肯定している［小谷 2013：60-61］。 
 
4.3. ドイツ等のヨーロッパ諸国の場合 
ヨーロッパ諸国では、人間の尊厳、平等、個人の名誉などの憲法的価値も民主的価値を有するため
に、それらの権利を攻撃的な言論から保護することは、表現の自由を規制する民主的正当化事由とな
るとされる。まずドイツでは、人種や宗教などによって特定される集団に対する侮辱的・脅迫的言論
を禁止するための主な法的手段として、刑法上、民衆扇動罪と集団侮辱罪がある。1960年、ネオナチ
運動に対処するため、公共の平穏を乱す態様で住民の一部に対する憎悪をかき立てる等、他人の人間
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の尊厳を攻撃する行為を「民衆扇動罪」に定め、5年以下の禁錮刑を科している。また、1973年の刑
法改正で、暴力を賛美する文書や人種的憎悪を挑発する文書の頒布、陳列、作成などの行為を「人種
憎悪挑発罪」として処罰している。そして、個人の名誉の保護を目的とする侮辱罪を集団構成員全員
への侮辱、すなわち集団的侮辱として侮辱罪に該当すると解する 1979年の判例を契機にして、解釈上、
「集団侮辱罪」の処罰が行われている。さらに、1994年、ナチス支配下でのホロコーストを、公共の
平和を乱す形で、公然とまたは集会において容認し、または事実を否定、無害化した場合、「ホロコー
スト否定罪」として処罰するとした。この点、イギリスの公共秩序法も同様の行為に懲役刑を、フラ
ンスの人種差別法も罰金刑を設けている。このように現在では、多くの国々で人種主義的な言論を規
制する法が制定され、ヨーロッパ人権裁判所も、人種あるいは宗教に関する扇動的な言論については、
これを支持している。EU もこれを強化し、2008 年には、加盟国に対して人種等にもとづく憎悪ある
いは暴力を扇動するような言論を違法化するように求めた［師岡 2013：102-110］。 
 
5. 憲法学説の検討 
 
ヘイトスピーチ規制否定説の根拠は、おおむね、つぎの三点に集約できる。すなわち、①対抗言論
が可能である（いわゆる対抗言論の法理）。②表現の自由を過剰に制約することになる（いわゆる表現
の自由論）。③集団の名誉は保護法益にはなりえない（いわゆる保護法益論）［上村 2011：142-147］。
以下、順次、批判的に検討していく。 
 
5.1. 対抗言論の法理 
そもそも対抗言論の法理とは、ある者からの言論が自分の社会的評価を低下させ得る場合、反論が
可能であれば、まず反論によって自らの評価低下を回復するべきであるという理論をいう。この場合
の対抗言論には、①被害者自身による対抗言論と、②第三者による社会的な対抗言論とが考えられる。
この点、内野正幸は、つぎのように述べている。すなわち、内容（意見）規制がかなり厳しく禁止さ
れるのであれば、“言論には別の言論で”という対抗言論の原則こそ重要となる。ある言論への対抗言
論には二つのタイプがある。第一は、攻撃された側による反論であり、第二は、当該言論の趣旨に反
対する内容の別の言論である。第一のタイプは、対抗言論に必ずしもなじまない。というのも、いや
がらせ攻撃に対しては、文字通りの反論を考えにくいからである。最近のヘイトスピーチ問題で話題
になっている対抗言論は、第二のタイプである［内野 2014：62］。この点、私人とマスメディアのよ
うに対等な当事者でないケースは格別、私人対私人で、誰でも対等な立場で意見表明でき、反論の効
果が期待しうる場合には、原則的に反論によって損害回復を図るべきであり、刑罰法規や民事上の不
法行為責任の追及によるべきではない。例えば、「Aさんは情けない男だ」といった表現は、客観的証
拠をもとに、Aさんが本当に情けないのかどうか、Aさんを含め反論者に十分な反論を保障すること
によって対処すべきである。反論の機会がきちんと与えられているにも関わらず、相手方がそれを無
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視して反論しないため社会的評価が低下したとしても、反論権（１３）を自ら放棄したといえ、それは相
手方の自己責任と考えられる。ヘイトスピーチ規制否定説の論者は、ヘイトスピーチ行為にも原則的
にこの対抗言論の法理を適用して解決することを主張する（１４）。 
しかし、筆者としては、東京の新大久保等で現実に行われているヘイトスピーチ・デモをネット動
画等で観るにつけ、この場合は対抗言論の法理が機能しないケースであると判断せざるをえない。例
えば、「朝鮮人を日本から叩き出せ」、「朝鮮人を皆殺しにしろ」、「朝鮮人はゴキブリ、ウジ虫、半島に
帰れ」等と数百人規模の人びとが、大声で叫びながら気勢を上げ練り歩く姿は、異様であり、反論す
る気さえ萎えさせてしまう。反論したら自分の身が危ない、あるいは反論しても無駄だと、口を閉ざ
すのが人間の姿であろう。この点、毛利透はつぎのように述べている。すなわち、ヘイトスピーチに
対する規制の正当化論として、それが既存の差別構造をより強化することにより、攻撃対象とされる
少数派集団を黙らせてしまい、あるいはその反論の効果を失わせるといった「沈黙効果」を有するこ
とが挙げられることがある。「言論には言論で対抗すべし」という理論がヘイトスピーチには成り立た
ないので、言論市場の公正さを確保するためには、むしろ国家が積極的に介入すべきだということに
なる。この「沈黙効果」論に対しては、そのような効果が実際に発生しているのかどうか、実証され
ていないという批判がなされてきた。これは、表現の自由を制約するにはしっかりした客観的証拠が
必要だという立場からは、当然の批判ということになろう。しかし、このような社会学的な因果関係
を、厳密な意味で「証明」することは不可能であり、表現の自由制約の根拠としても高い蓋然性のレ
ベルで満足せざるをえない［毛利 2014：233-236］。 
毛利の主張するように、かかる沈黙効果の存在を実証することは不可能であり、それを要求するこ
とは結局、ヘイトスピーチを放置しろという主張に等しい。被害者の被害の事実を冷静に直視するこ
とが、この問題を解決するための第一歩であろう。この点、中村一成は、その著書の中で前述した京
都朝鮮学園事件の当時の学校内の状況につき、つぎのように書いている。すなわち、寒空の下、滋賀
初級、第二、第三の高学年が帰途についた。固く閉ざされていた南門がようやく開け放たれた時、学
校一階には教員や保護者、卒業生ら 50人以上が残っていた。在特会らと見分けのつかなかった警察官
たちを除けば、相手は 11人だった。数でいえば学校側が圧倒的に凌駕していたが、一時間に亘るヘイ
トスピーチは門の中にいた彼、彼女らを徹底的に打ちのめしていた。あまりに酷い差別を受けると、
少数者は反論できずに沈黙するしかなくなる。さらなる罵詈雑言を恐れるあまりに、もっと言えば人
間がここまで堕ちることができるという事実への恐怖から。いわゆる「沈黙効果」だった［中村 2014：
18］。また、弁護士の冨増四季も、つぎのように述べている。すなわち、日本におけるヘイトスピーチ
議論は、加害者への関心や立法論の議論のなかで、具体的事件における被害者を置き去りにしてきた
面が否めない。今一度、被害者の声に耳を傾け、議論の枠組みをもう一度考え直す時期にさしかかっ
ているように思う［冨増 2015：43］。被害者が存在し、現実的被害が生じている以上、それを無視す
ることは決して許されないであろう。 
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5.2. 表現の自由論 
“ヘイトスピーチ規制は表現の自由を過剰に制約する結果になり、表現の自由を保障する憲法 21
条違反となる”というこの批判が、憲法論的には規制肯定論に対する最大の批判となる。戦後の日本
の憲法学は、表現の自由の保障を絶対視する伝統を持つアメリカ憲法の理論に強い影響を受け、表現
の自由を人権体系上、優越的地位を占める人権と位置づけ、表現の自由に対する法規制には、常に厳
しい目を向けてきた。そもそも「表現の自由」（憲法 21条 1項）とは、人の内心における精神作用を、
方法の如何を問わず、外部に公表する精神活動の自由、いわゆる外面的精神活動の自由のことであり、
要するに、「言いたいことを自由に言ってよい！」ということである。具体的には同条により、明定さ
れている①集会の自由、②結社の自由、③言論の自由、④出版の自由以外に、解釈上、⑤知る権利、
⑥報道の自由、⑦取材の自由、⑧政治活動の自由、⑨営利広告の自由などが保障されると解されてい
る。そして、表現の自由は、以下の諸理由で、人権体系上、特に優越的な地位にあるとされる。①表
現の自由は、個人が人格的自律の存在として自己を主張し、そのような存在であり続ける上で必要不
可欠な権利・自由である（いわゆる自己実現の価値）。②表現の自由なしには民主的な政治過程はあり
えず、表現の自由は、政治機構の根本である代表民主政の過程と特別の関係にある（いわゆる自己統
治の価値）。③表現の自由は、真理へ到達するためには必要不可欠な人権である（いわゆる思想の自由
市場論）。また、表現の自由を規制する法令の文言が漠然不明確であったり、過度に広範である場合に
は、その法令の適用を恐れて、本来自由に行いうる表現行為が差し控えられてしまう（いわゆる萎縮
的効果［chilling effect］）。表現の自由は、かかる萎縮的効果がもっとも発生しやすいデリケートな人権
だから、不当な制約はなおさら回避しなければならない。以上のような理由で、表現の自由に対する
法規制を“敵視”してきたのが、戦後の憲法学と言える。 
例えば、渋谷秀樹はつぎのように述べている。すなわち、政府の規制を肯定すると、差別的言論の
認定権を政府にゆだねることとなり、その恣意的な適用が懸念される。また、特定人が対象ではない
ので、不利益は拡散される。ここでは表現の自由のもつ思想の市場機能を信頼して、差別的表現につ
いては、対抗表現によって対処すべきである［渋谷 2010：348］。確かに、許される表現と許されない
憎悪表現を明確に区別するのは困難で、国家権力の恣意的介入の危険性がある。すなわち、国家に「良
い表現」と「悪い表現」を取捨選択する権限を認め、国民に届く表現をコントロールさせれば、国家
権力にとって都合の悪い表現が国民に届かなくなる。かかる点にかんがみれば、たとえ憎悪表現であ
っても、それが「思想の自由市場」で淘汰されるのを待つべきであるとも解しうる。また、奥平康弘
は、表現の自由を重視し、つぎのように述べている。すなわち、今の段階では、国家が何らかの形で
出てきて、表現の自由に何らかの法的規制を加えるのが当然だと一般的にいえるかどうか、議論の余
地がある。便利な言葉で、それ自体が多義的な言葉ではあるけれども、やはり「文化力」の問題が問
われる段階なのではないかと思う。つまり、我われ市民の側に任されている問題であり、市民が取り
組むべき課題である。つまり、「この事態は市民として考えれば明らかにおかしい」ということをもっ
と積極的に発言していく文化を、市民の側が作っていく必要がある。同時に、そのいわば背後で、我
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われ自身が自らの歴史認識を学び直すことが重要である。そのような取り組みが、ヘイトスピーチ問
題に対抗する市民のあり方として重要ではないかと思う［奥平 2013：100-109］。 
かかる憲法学の動向に対して、前田朗はつぎのように厳しい目を向けている。すなわち、憲法学は、
表現の自由に関するアメリカ憲法判例の法理を直輸入して、ブランデンバーグ基準（１５）を日本国憲法
第 21条の解釈に無媒介に持ち込むことによって、ヘイトスピーチに対する法規制を非常に限定的に理
解してきた。ヘイトスピーチ規制を全否定するわけではないとはいえ、アメリカ同様の基準を採用し
た結果は全否定するのと変わりのない主張となっている。たとえ抽象的にであってもヘイトスピーチ
規制法の可能性を指摘した論文は少数であり、多くの研究は規制の可能性に消極的である。表現の自
由に関する理論的研究には膨大な蓄積があり、それに基づいてどの憲法教科書にもほとんど同じこと
が書かれ、「定説」と称される状態となっている。「定説」ができあがったことにより、ヘイトスピー
チ規制消極論が圧倒的な影響力を保持することになり、ヘイトスピーチに関する研究がさほどの重要
性を持たない印象を与えることになった［前田 2015：102-103］。前述したように、ヘイトスピーチは、
①人格権を侵害することにより、個人の自己実現を阻害し、②民主主義を崩壊させることにより、国
民の自己統治を不全にし、③沈黙効果により思想の自由市場を停止させる。やはりヘイトスピーチに
対しては、何らかの法規制をすべきと考えざるをえない。この点、表現の自由に対する萎縮的効果は
厳に回避すべきはもちろんであるから、規制は明確に限定しなければならない。思うに、現時点の日
本においてもっとも規制すべきは、①不特定多数人による②公道における③在日韓国朝鮮人に対する
ヘイトスピーチであるから、まずはそれのみを規制すべきである。また、「朝鮮人を大虐殺せよ」「朝
鮮人はゴキブリ」等、許されない表現のネガティブ・リストを作成し、まずはそれのみを規制すべき
である（１６）。さらに、さしあたり刑罰規定の導入は見送り、行政上の措置にとどめるべきである。 
 
5.3. 保護法益論 
学説の中には、集団の名誉は保護法益にはなりえないことを理由に、ヘイトスピーチに対する法規
制を否定する見解がある。例えば、毛利透はつぎのように述べている。すなわち、ヘイトスピーチで
あっても、それに接する者の主観的不快感、不安感を理由として規制することは認められないという
点は、アメリカ・ドイツの両国で共通である。この表現の自由の大原則は、ヘイトスピーチについて
も妥当している。ヘイトスピーチ規制の難問は、個人の特定の法益がまだ害されていない段階で、特
定集団への誹謗的・脅迫的言論を禁止することがどの程度許されるかという点にある。アメリカはも
ちろんドイツでも、それら集団自体の利益が表現の自由を制約しうる理由となるとは解されていない
ことに、まずは注意すべきである。集団侮辱も、集団自体の名誉を擁護しようとするものではない。
法的議論の出発点を、個人が権利主体であるということに置くなら、この立場は堅持すべきであろう
［毛利 2014：233-236］。このように、ヘイトスピーチ規制の保護法益を生命や身体、財産、名誉等の
個人的法益と考えている限り、どうしても法規制が困難となってしまう（１７）。 
だが、毛利透は続けてつぎのように述べている。すなわち、ヘイトスピーチ規制の許容性を考える
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際に着目すべきなのは、攻撃対象となった人々が抱く不安感が、法的な対処を必要としない主観的な
反応にとどまると評価できるか否かであろう。たとえそれらの人々が個別に侮辱や脅迫を受けている
のではないとしても、集団の一員として感じる恐怖心が、当該社会の歴史的状況からして、単なる個々
人の主観的不安にとどまるとは言えない、社会的に根拠のある反応であり、それにより社会における
人々の平和的共存が脅かされる危険が客観的に存在するといえる場合には、ヘイトスピーチ規制が可
能となると考えられる［毛利 2014：233-236］。このように毛利は、“社会における人々の平和的共存”
という社会的法益を保護法益と解しているのである。また、金尚均もヘイトスピーチ規制の保護法益
につき、つぎのように明確に述べている。すなわち、ヘイトスピーチは、単に「公共の平穏」を害す
るから処罰されると解するべきではない。それは、一般的に社会におけるマジョリティからマイノリ
ティに対して向けられ、民主制にとって不可欠な社会参加の平等な機会を阻害することになる。ヘイ
トスピーチの有害性は、主として、社会のマイノリティに属する人びとの社会参加の機会を阻害する
ところにあり、それゆえ、ヘイトスピーチを規制する際の保護法益は、“社会参加の機会”であり、そ
れは社会的法益に属すると再構成すべきである［金 2012：194］。さらに、師岡康子もつぎのように述
べている。すなわち、ヘイトスピーチの害悪は、諸民族間の平和で平等で友好的な関係を建前とする
社会自体を破壊するものである。特にこの害悪は、社会に憎悪が蔓延してからでは阻止することが極
めて困難であることが歴史的に証明されている。そのような予防的・緊急的措置を要する社会的法益
侵害の性質からも、法規制の必要性は明らかであろう［師岡 2014：67］。このように師岡は、“諸民族
間の平和で平等で友好的な関係を建前とする社会”という社会的法益を保護法益とする。 
ヘイトスピーチ規制と同様に表現の自由との抵触が問題となるものに「わいせつ文書」規制（刑法
175条）がある。チャタレー事件最高裁判決（1957［昭和 32］年 3月 13日）をはじめ判例は、「わい
せつ文書」規制の保護法益について“性道徳・性秩序”という社会的法益であると考えている。また、
前述したように、アメリカでは、わいせつ表現と同様、喧嘩言葉（fighting words）も規制の対象とな
っている［毛利 2014：212-214］。喧嘩言葉とは、挑発的に喧嘩を売る表現のことであるが、喧嘩言葉
の規制の保護法益も、“社会の秩序と道徳”という社会的法益と考えられている。とするならば、ヘイ
トスピーチ規制の保護法益を、“社会における人々の平和的共存”や“社会参加の機会”あるいは“諸
民族間の平和で平等で友好的な関係を建前とする社会”という社会的法益と考えることは十分に可能
であるはずである。さらに、在日韓国朝鮮人に対する口汚いヘイトスピーチは、日本と韓国との外交
関係に深い亀裂を生じさせ、国益を害するとともに、ヘイトスピーチは許さないという国際条約の精
神にももとり、日本の対外的信用も失墜させる。とするならば、“国家の対外的地位ないし外交作用”
という国家的法益を保護法益と考えることも十分にありえよう。 
 
6. おわりに ― ヘイトスピーチ規制の必要性 
 
遠藤比呂通は、ヘイトスピーチ規制に肯定的な立場にたち、つぎのように述べている。すなわち、
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民主主義という自己統治にとって政治的表現の自由は不可欠だといわれる。表現の自由は、自己実現
の見地からも重要だといわれる。しかし、自己統治や自己実現は、自律の観点からみたとき、他者の
人格を傷つけ、ときには死に追いやるような内容の表現を正当化するわけではないはずである。むし
ろ、これを制限することの方が、自律に資することにもなるのではないか、という疑問が生じてくる。
「民主主義にとって政治的表現の自由は不可欠だ」というのが常識であるように、「人を傷つけるよう
なことを言ってはならない」というのもまた常識である。「アウシュヴィッツが二度とあってはならな
い」（ユダヤ人哲学者アドルノ）ためには、人種的憎悪の扇動を禁止することが不可欠だということは、
ジェノサイド条約の発効を経て、特に、あらゆる形態の人種差別の撤廃に関する国際条約の採択、発
効によって国際コンセンサスになっている。もはや 50 年近く前の、1960 年代のことである。人種差
別を助長し及び扇動する団体及び組織的宣伝活動を違法であると禁止する必要は、攻撃にさらされる
立場からすれば、あまりにも当然なことなのである［遠藤 2014：56］。 
思うに、憲法 9条の解釈から自衛戦争を肯定する法理論も、否定する法理論も導出が可能なように、
憲法 21条の解釈からヘイトスピーチ規制を肯定する法理論も、否定する法理論も導出が可能である。
ヘイトスピーチ規制の是非は、法理論を考えるよりもまず事実や現実を直視することから始めるべき
問題であると筆者は考える。かかる観点からして、筆者は、主に以下の三つの理由により、ヘイトス
ピーチには早急に法的な規制を行うべきであると判断せざるをえない。まず、①通常の判断能力を有
する一般人が実際に日本で行われている極端なヘイトスピーチを見れば、人間の存在自体を全否定す
る言動に対して、不快感や嫌悪感にとどまらず、衝撃や恐怖を感じざるをえないと考えるからである。
とても反論をしようなどと考えることはできず、沈黙するしかないのが通例であろう。自分は決して
見たくない、それゆえ止めてほしい、やめさせたいという素朴な感情を持たざるをえない。それを法
に期待することは、決して不当なことではないと信ずる。また、②遠藤比呂通も指摘しているように、
ヘイトスピーチ規制はもはやグローバル・スタンダードで国際常識であるからである。死刑廃止が世
界の潮流であるにもかかわらずそれに背を向けているのと同様に、ヘイトスピーチ規制が世界の潮流
であるにもかかわらずそれに背を向けているのが現在の日本なのである。日本は、経済的には先進国
だが、人権的には未だ発展途上国と言われてもやむをえないであろう。さらに、③凄惨なジェノサイ
ドや著しい人権侵害は、ヘイトスピーチや民族排外意識から発生することが多いからである。ナチス
のホロコーストも、ユダヤ人を排斥する些細なヘイトスピーチから始まり、人びとの意識に浸透する
中で、ファシズムが完成し、ジェノサイドという悲惨な結果につながっていった。日本においても、
同様のことが起こらないとは限らない。その芽を早期に摘むためにも、ヘイトスピーチの蔓延を放置
しないことが大切なのである。ヘイトスピーチに対してどう向き合うかは、民主主義社会に不可欠な
表現の自由と直接に関連する問題だけに、日本社会や日本人の民度や成熟度が試される。今こそ、様
ざまな立場の人が加わった幅広い議論が求められていると言えよう。 
以上 
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注 
（１）ヘイトスピーチと類似した概念として、ヘイトクライムという言葉がある。これは憎悪犯罪と
定義され、通常、人種や国籍、民族、ジェンダーなど特定の属性を有する個人や集団に対する偏見や
憎しみが元で引き起こされる暴行や殺人等の犯罪行為を指す。本稿では、ヘイトクライムの問題につ
いては言及しないこととする。今後の研究に委ねる。 
 
（２）一般的にヘイトスピーチとは、①歴史的に差別され抑圧されてきた集団に対して、さらにその
差別を助長するような発言であるということ（「マイノリティに対する差別」の要素）と、②当該集団
に対する「憎悪」が表明されていること（「憎悪」の要素）との両方の要素を兼ね備えたものとして捉
えられることが多いと言われている［齊藤 2015：56-57］。確かに、マイノリティに対するヘイトスピ
ーチがより大きな社会的弊害と被害者に対する苦痛をもたらすことは否定しえず、両方の要素を兼ね
備えたヘイトスピーチが議論の中心となる。しかし、マイノリティに対する差別の要素を重視するな
らば、例えば日本人がアメリカ人に対して「アメリカ国民は全員死ね」等と言ったとしても、ヘイト
スピーチには一切、該当しえなくなる可能性がある（少なくともアメリカ国民はマイノリティではな
かろう）。やはりヘイトスピーチの概念は、その語義からしても、憎悪の要素を中心に理解されるべき
である。 
 
（３）ヘイトスピーチの類型としては、①差別表明型、②名誉毀損型、③歴史否定型、④脅迫型、⑤
迫害型、⑥ジェノサイド扇動型、⑦暴力付随型等があると言われている［前田 2015：306］。 
 
（４）韓国人から日本人に対するヘイトスピーチとして有名なものとして、2011（平成 23）年 3月 11
日に発生したいわゆる東日本大震災について、韓国の青年がYouTubeに投稿した「日本人の皆さん地
震で死んで下さい」というメッセージがある（2012［平成 24］年 3 月 11 日 17:53 投稿）。すなわち、
「ハ～イ日本人たちよ、こんばんは。あなたは既に、被爆されているんですか？ え～ホントに怖いね
え。もう直ぐ東京にも大地震が発生して、もう死んでしまうのですか？（小笑） あ～それだと良かっ
たです。私は人を殺すことを想像し、頻繁にすれば、その存在が日本人でした。私は実際に日本人を
殺すことはないと思った。自分で自滅してくれるんだな、この民族は。あ～気持ちいい。それではこ
れから日本の復興をずっと見守りながら、楽しんでまいります。一瞬で死んでください、日本人の皆
さん」。 
 
（５）表現の自由によって支えられた思想の自由市場には、真理への到達機能があるとされる。すな
わち、市民社会において市民に表現の自由を十分に保障して自由に議論させれば、残る価値のない悪
い思想は淘汰され、残る価値のある良い思想のみが生き残るとする。これは、ホームズ米国最高裁裁
判官の「真理の最上のテストは、市場の競争においてみずからを容認させる思想の力である」という
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理念に基づく。 
 
（６）2015［平成 27］年 8月 27日・28日付、朝日新聞・朝刊を参照。 
 
（７）なお、京都府警察は、Yのメンバーを威力業務妨害罪・名誉毀損罪・器物損壊罪の疑いで逮捕
し、裁判では、それらの罪について執行猶予付有罪判決が下され、確定している（最判 2012［平 24］
年 2月 23日）。また、京都朝鮮学園も、公園の不法占拠につき、都市公園法違反により罰金 10万円を
受けた。 
 
（８）判例時報 2208号 74頁（判例時報社、2014）。 
 
（９）判例時報 2232号 34頁（判例時報社、2014）。裁判所ホームページ・裁判例情報。 
 
（１０）2014［平成 26］年 12月 10日付、朝日新聞・朝刊を参照。 
 
（１１）筆者は外国法の専門的な研究者ではないので、本章は各国の基本的特徴に簡単に触れ、議論
の参考とするにとどめる。 
 
（１２）例えば、批判的人種理論がその一例としてあげられる。この点、批判的人種理論とは、1980
年代末頃からアメリカに登場した理論であり、差別表現禁止を唱える見解として位置づけられる。批
判的人種理論は「人種差別的表現は、その表現が侮辱している人種に属する人びとの尊厳に対する攻
撃であるが、そのような攻撃は、すべての人が等しく尊重と配慮を受けるべきと言う社会の基本的原
理と矛盾する」として、差別表現の禁止を主張する。これに対して、1990年代に激しい論争が行われ
た。人種差別的表現規制法が誤って適用される恐れがあることや、逆にマイノリティによる言論に適
用される恐れが指摘された。さらに、「そもそも人種差別主義者は、その人種差別思想を表明する権利
があるのではないか」という主張もなされた［前田 2015：755］。 
 
（１３）憲法上、反論権を憲法 21条で新しい人権として認めるべきかどうかについては争いがあるが、
ここにいう反論権は単に「相手に反論をする権利」という意味に過ぎない。 
 
（１４）ヘイトスピーチへの対抗言論としては、現在、行われているカウンターデモが有効である。
前述したように、実際、東京の新大久保のヘイトスピーチ・デモはカウンターデモが奏功し、2013（平
成 25）年 9月以来、行われていない。しかし、マイノリティの被害者としては第三者が立ち上がって
くれるのを待つしかないというのでは、救済手段としてあまりにも迂遠であろう。 
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（１５）「ブランデンバーグ(Brandenburg)」の基準（ブランデンバーグ・テスト）とは、アメリカの判
例理論であり、「唱導が差し迫った非合法な行為を扇動し、若しくは生ぜしめることに向けられ、かつ、
かかる行為を扇動し、若しくは生ぜしめる蓋然性がある場合を除き、唱導を禁止できない」とする原
則であり、きわめて表現の自由を保護する機能を果たす［佐藤 2011：262］。 
 
（１６）「公務員の政治活動の自由の制限」についての立法が参考となる。すなわち、猿払事件最高裁
判決（1974年［昭和 49］年 11月 6日）によれば、行政の中立的運営を確保し、これに対する国民の
信頼（国家的法益）を維持するために、国家公務員の政治的行為（憲法 21条・政治活動の自由）は制
限される。この点、国家公務員法 102条 1項は「職員は、・・・選挙権の行使を除く外、人事院規則で
定める政治的行為をしてはならない」と規定し、具体的に禁止される政治的行為は、人事院規則 14-7・
6項 1号から 17号に列挙されている。例えば、6項 6号は「特定の政党その他の政治的団体の構成員
となるように又はならないように勧誘運動をすること」と規定されている。 
 
（１７）個人への侮辱が罪になるように、集団への侮辱を規制しても表現の自由には反しないという
見解も考えうる。確かに、個人の名誉権の集積を集団の名誉権と観念することもできよう。しかし、
それならばむしろ社会的法益と構成する方が、個人主義にも適合するし、実態にも合致するであろう。 
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